
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この制度により、建築物の新築等に合わせて、建築物の屋上や壁面を含めた敷地内の緑化を推進

します。 
対象となる建築行為を行おうとする建築主は、建築物の屋上や壁面を含めた敷
地の緑化率（緑化施設等面積の敷地面積※１に対する割合）を次の割合以上としていただき
ます。 
 

※３ 建ぺい率に関する制限を受けないものを含む。 

壁面緑化（木本の植物に限る。） 

（建築物の外壁） 

壁面緑化施設の水平方向の長さ×1m（補助資材が整備されている

場合は補助資材で被われる面積） 

樹木  高さ４ｍ以上 

     高さ２．５ｍ以上４ｍ未満 

     高さ１ｍ以上２．５ｍ未満 

     高さ１ｍ未満 

１４㎡ 

８㎡ 

４㎡ 

樹冠の水平投影面積又は植込区画の水平投影面積（いずれか大き

い面積） 

芝その他の地被植物 植込区画の水平投影面積（植込区画がない場合は、その水平投影面積） 

花壇その他これに類するもの 植込区画の水平投影面積（植込区画がない場合は、その水平投影面積） 

水流、池その他これらに類するもの

（樹木等と一体となって設けられるもの） 

水流、池その他これらに類するものの水平投影面積 

上記に附属した園路、土留その他の

施設 

施設の水平投影面積（他の緑化施設の面積の合計の４分の１を超えない

範囲） 

太陽光発電装置その他再生可能エ

ネルギーを利用したエネルギーの供

給装置（当該建築物の屋外に設けられる

ものに限る。） 

太陽光発電装置その他再生可能エネルギーを利用したエネルギー

の供給装置の水平投影面積 

 ※道路境界線から５ｍ以内の区域に設けられる緑化施設であって、敷地の外部から容易に見ること
ができるものは上表の右欄の換算面積に１．５を乗じて得た面積 

・緑化施設等の水平投影面積が重複する場合は、いずれかの面積のみ算入する。 
・プランター等を使用する場合は、その容量が１００リットル以上のものに限る。 

緑化施設等面積は次により算出します。 

緑化率の最低限度 

※１ 学校教育法第１条に規定する学校の敷地のうち、運動場その他屋外の運動施設、工場における煙

突、変電設備その他の工場の稼動に必要な屋外にある施設、港湾法第２条第５項第２号の外郭施設な

どのうち、市が必要と認める部分は、敷地面積から控除します。 

緑化率の最低限度  

※２ 「建ぺい率の最高限度」とは、建築基準法第５３条の規定による建ぺい率の最高限度 

４０％以下            

４０％を超え５０％以下  

５０％を超え７０％以下 

７０％を超えるもの ※３ 

２０％ 

１５％ 

１０％ 

 ５％ 

建ぺい率の最高限度 ※２        割 合 

対 象 

市街化区域等における敷地面積が１，０００ｍ２
以上の建築物の

新築等（新築、増築又は改築） 

・土地や建築物の所有者・管理者は、ヒートアイランド現象の緩和、地球温暖化の防止、都市環境の改善な

どのため、緑化に努めましょう。 

緑化の推進 

・対象となる建築行為を行おうとする建築主は、建築物及びその敷地の緑化率を一定の割合以上にしていた

だきます。 

・また、建築確認申請等予定日の７日前までに、緑化計画書を市に提出していただきます。 

・緑化計画書に記載した事項を変更しようとする場合は、変更に係る工事の着手予定日の７日前までに、その

内容を届け出ていただきます。ただし、軽微な変更は除きます。 

・工事が完了したとき、又は工事を取りやめたときは、速やかにその旨を届け出ていただきます。 

対象となる建築行為を行おうとする建築主に対する義務付け 

緑化建築物等の維持管理 

工事の完了後、建築物等の所有者及び管理者は、緑化施設等の適切な維持管理に努めましょう。 

制度の概要 

 

・市街化区域 

・市街化調整区域内の地区計画の区域（市街地として計画している区域が２０ｈａ以上のものに限る。）内で施

行された開発行為又は土地区画整理事業で造成された区域 

・公有水面埋立法の規定による公有水面の埋立てに係る区域（市街化区域に隣接するものに限る。） 

 

・新築等に係る部分の床面積の合計が、当該既存の建築物の床面積の合計の１０分の２以下のものを除く。 

 

・工場立地法第６条第１項の特定工場の用に供する建築物 

・国又は地方公共団体が管理する公園又は緑地内に建築される建築物 

・建築基準法第３条第１項に規定する重要文化財等の建築物 

・建築基準法第８５条に規定する仮設建築物 

・消防法第１０条第１項に規定する製造所、貯蔵所又は取扱所であって、その建築物の敷地の全部について

消防法第１１条第１項の規定による許可が行われたもの 

・火薬類取締法第１２条第１項の火薬庫 

・道路，鉄道又は軌道で高架のものの下に存する建築物など 

市街化区域等 

既存の建築物の敷地内において行う新築等の場合 

次の建築物及びその敷地については義務付け対象外 



 

 

 

 

  

 

 

手続きの流れ 

建 築 主 

 ● 建築確認申請等予定日の７日前まで 

緑化計画書の作成 

建築物の概要、緑化施設等の概要 など 

一定割合以上の緑化率の遵守 

審 査 等 

緑化工事完了届出書の作成 

緑化計画書変更届の作成 

計画書の内容を変更しようとする場合 

審 査 等 

市（都市整備局緑化推進部緑政課） 

この制度に関するご質問は下記まで 
〒730-8586 

広島市中区国泰寺町一丁目 6番 34 号 

TEL 082-504-2396  FAX 082-504-2391 

広島市都市整備局緑化推進部緑政課 

 
カーボンマイナス７０ 

 広島市では、2050 年までに

温室効果ガスを 70％削減す
る目標を掲げ取り組んでい 
ます。皆様のご協力を 

お願いします。 

緑化率確認の通知 

完 了 の 確 認 

緑化率確認の通知 

 壁面緑化 

 太陽光発電等  
 

 屋上緑化 

 地上部緑化 

市ホームページにも内容を掲載していますので、ご活用ください。 http://www.city.hiroshima.lg.jp/ 

変更部分の緑化
工事の着手 

● 緑化工事完了後速やかに 

● 変更緑化工事着手予定日の７日前まで 

緑化工事の着手 

緑化工事完了 

提出 

提出 

提出 

 

 

 

制度の 

ポイント 

対象となる建築行為を行う建築主には、建ぺい率の最高限度

に応じ、敷地面積の一定割合（５％～２０％）以上の緑化をしてい

ただきます。 

一定割合以上の緑化 

３ 緑化計画書の提出 
緑化の計画を記載した「緑化計画書」を、建築確認申請等予定

日の７日前までに市に提出していただきます。  

４ 緑化施設等面積の算出方法 
緑化施設等面積は、樹木の高さに応じた換算面積、芝などの

植物で被われている部分や花壇などの面積から算出します。地

上部だけでなく、屋上や壁面の緑化も含みます。 

太陽光発電装置等を設置する場合は、その面積も緑化施設等

面積とします。 

道路境界線から５ｍ以内の緑化で、外部から容易に見える部

分については、緑化施設面積を５割増にします。 

 

 

２ 

１ 制度の対象 
市街化区域等において敷地面積１，０００㎡以上の建築物の新

築、改築又は増築をしようとする建築主が対象です。 

令和４年４月改訂版 


